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軸圧縮力と水平力を受ける外ダイアフラム仕口の力学的特性評価
An evaluation of Elasto-plastic Characteristics of Beam-to-Column Connection
under Biaxial Lateral Force and Compressive Axial Load
隋偉寧＊　　　　　                         　　　山成實＊＊
     Weining SUI                      Minoru YAMANARI
１．序論
　外ダイアフラム接合された鋼管柱－Ｈ形鋼梁
接合部では，梁フランジ力によって引き起され
る鋼管壁の面外変形を伴ういわゆる局部変形の
存在が知られている[1]．柱梁接合部において局
部変形が生じることは，骨組の剛性低下につな
がる．すなわち，水平荷重を受ける骨組には余
分な水平変位が生じることとなり，局部変形は
有害な変形と捉えられがちである．わが国にお
いては柱梁接合部は剛接合を原則とする設計風
土があり，梁端部に回転変形が生じることを容
認しない傾向がある．
　一方，欧米においては，剛接合よりもむしろ
半剛接合を積極的に取込んだ骨組の研究や設計
が行われてきた[2] , [3]．接合部の完全剛を目指す
ことを捨てて，他の構造要素に骨組の水平剛性
確保を期待する設計方針を立てれば，わが国に
おいても半剛接合の接合部設計は容易に受入れ
られることと考える．
　本研究では，円形鋼管柱・Ｈ形鋼梁モーメン
ト抵抗骨組中の一つの外ダイアフラム接合部[4]
を含む立体部分骨組の弾塑性性状を調べ，接合
部の荷重－変形関係を簡単に表現ができる評価
式の誘導を試みた．立体部分骨組に作用させる
外力は，柱頂部に一定圧縮軸方向力と漸増する
水平力を同時に与えるものとした（図１）．有限
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ABSTRACT  It is well known that local deformation in a steel beam-to-column connection occurs by
beam flange force. In this paper, a numerical study was conducted to get important information on
elasto-plastic behaviour of connections stiffened by external diaphragm using a finite element analysis
program. The connections are made of circular columns and wide flange beams, connected with
external diaphragms under both axial load in column and lateral force. In order to simplify the expression
of P-Delta relationship of the subassemlage with bilinear model, the properties of the connections
were deduced by the analytical results of 32 subassemlages, which are the value of the initial stiffness,
the secondary stiffness, the yield load and the ultimate load. Finally, it was shown that the estimated
relationship of  P-Delta is able to trace the analysis result very well.
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要素法に基づく汎用構造解析プログラムを用い
た立体部分骨組の弾塑性解析をとおして，その
力学的特性を調べた．
２．解析骨組
2.1　解析モデル
　本研究では，外ダイアフラム接合部をもつ円
形鋼管柱・Ｈ形鋼梁で構成される立体骨組から
取り出した側柱部分骨組を研究対象として図１
に示す．同図は，この柱部分の柱頂部に一定軸
圧縮力を作用させ，同頂部に任意方向の漸増水
平力を作用させている様子を示している．水平
図2　数値実験に用いた有限要素モデル
力の作用方向角θを図１中に示す．
　本論文で注目する柱梁仕口の力学的特性を調
べるには，骨組に作用する水平力の作用方向角
θは 0 度で良く，これまでに行ってきた立体部
分骨組 [5]  の中の側柱部分骨組を取り上げ，図１
で示した諸寸法の値を変化させて数値実験を
行った．数値解析は複合非線形有限要素解析プ
ログラムを用いてモデル挙動を劣化勾配の領域
まで追跡できるように強制変位問題として扱っ
た．要素はすべて１次の
四辺形厚肉シェル要素で
あり，シェル要素のレイ
ヤー数は 11とした．要素
の降伏条件は，von Mises
の降伏条件とした[6]．
2.2　解析条件
　図２は数値実験モデル
の境界条件である．水平
力下の全体骨組から取出
した側柱部分骨組の条件
を満足するように，解析
モデルの部材端部の支持
条件および荷重条件を設
定した．すなわち，梁の支
持点では水平面内ロー
ラー支持とし，曲げに対
してピン支持，ねじりに
対して変形を拘束した．
　解析骨組は表１に示す
計 32体の立体部分骨組で
ある．同表にある寸法値
は，鋼管径が 216.3 mm を
基準として無次元寸法パ
ラメータが実用の範囲を
1000
1350
1000
単位 (mm)
1350
1350
パラメータ
適用範囲
min max
6.26 23.53
11.11 19.44
1.7 2.7
1.79 5.43
1.24 2.16
8.35 13.02
~
~
~
~
~
~
R / t d
Bf / t f
h b/ Bf
D / B
f
R / (t + hs)
R / t
表２　解析実験パラメータ
表1　解析骨組の諸情報
D t hb Bf t f tw t d hs K L0 K L2 PLy PLmax
mm mm mm mm mm mm mm mm kN/mm kN/mm kN kN
1-1 4.5 686.53 29.63 258.39 387.5
1-2 6 793.52 38.59 307.21 482.6
1-3 8 965.13 54.49 371.83 616.1
1-4 10 1132.42 73.19 428.28 747
1-5 12 1312.55 91.24 480.64 852.9
2-1 4.5 847.36 51.6 334.82 471
2-2 6 1005.81 62.59 385.1 583.6
2-3 8 1196.26 74.97 446.12 717.5
2-4 10 1370.16 88.56 498.8 836.6
2-5 12 1573.8 116.38 547.22 923.4
3-1 4.5 1053.83 407.76 538.1
3-2 6 1179.74 90.51 461.06 651.8
3-3 8 1349.46 82.02 529.53 778.1
3-4 10 1560.55 91.36 597.37 907.8
3-5 12 1768.47 648.63
2-3A1 12 12 1463.4 98.96 543.53 852.3
2-3A2 8 8 1103.2 67.29 418.41 661.8
2-3B1 100 976.34 63.81 402.91 653
2-3B2 125 1065.71 65.68 425.14 680.4
2-3B3 175 1264.83 77.16 452.77 725.8
4-1 100 1714.24 568.85
4-2 125 1842.29 593.38
4-3 150 2029.5 633.77
4-4 175 2137.2 651.66
4-3A 12 12 2401.98 801.31 1229.02
4-3B 8 8 1897.61 590.77
2-3B11 200 1029.55 412.67 676
2-3B12 250 997.8 69.95 413.73 662.7
2-3C1 350 1180.82 451.96 712.3
2-3C2 400 1173.14 65.45 464.08 701.5
2-3B31 350 1258.53 75.67 467.48 730.3
2-3B32 400 876.19 69.72 471.7 716.7
15
30
45
名称
216.3
300
8
16
30
8
100
150
150
6
9
175
9
150
9
9
9
9
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図3　パラメータの独立性
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カバーできるように変化している（表２）．図３
は寸法パラメータ間の独立性を示している．パ
ラメータの総組合わせに対して解析することが
望ましいが，実験計画法に基づいてパラメータ
の値を交互に固定して解析数の削減を図った．
なお，表１中右４列の記号については，３．で
説明する．骨組を構成する要素の材料非線形性
は文献  [7]の素材試験結果から得られたものを
用い，図４に示す多直線置換したデータを用い
た．これらは鋼管柱，梁フランジおよびダイア
フラムの情報である．解析の不安定を避けるた
めに最終分支線は水平線とした．なお，ヤング
係数（E ）はすべての素材について 2.05 kN/mm2
とした．
　６つのパラメータを変化させた代表的な解析
結果を図５に仕口の荷重－変形曲線で示す．グ
ラフの横軸は上下フランジ位置での局部変形の
絶対値の平均値を取った．また，同図中の黒丸
印（●）は，曲線の接線係数が初期剛性の３分
の１に達したときの点である．本論文ではこの
耐力を降伏耐力とする．
　ここで，仕口の荷重とは，梁フランジ力であ
り，局部変形はそれに対応した鋼管壁の面外変
形である（図６）．しかしながら，局部変形を梁
フランジ中央部で評価すると平均的な局部変形
を代表せず過大な値となる危惧がある．試み
に，図７に示すように，過大な骨組変形が生じ
るまで鋼管面上の梁フランジ力方向変位を調べ
てみた結果，概ね梁フランジ中央部の変形で代
表させても良いと判断できることが分った．な
お，図７のグラフの横軸は，図６で示すように，
鋼管断面中心から梁軸線方向へ見込む中心角90
度を6等分した鋼管厚中心線上の点の位置であ
り，それらの点を番号（-3から3）で表してい
る．縦軸の値は，それらの点の梁材軸方向相対
変位であり，これを局部変形としている．R は
柱の部材角である．
３．無軸力下の仕口の特性評価
　円形鋼管柱・Ｈ形鋼梁で構成される外ダイア
図４　解析に用いた素材の真応力度ー真塑性歪度関係
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フラム接合形式の立体部分骨組の弾塑性挙動を
容易に追跡するために，上記の数値実験から柱
梁仕口の力学的特性を表す評価式の誘導を行っ
た結果を示す．
　ただし，柱軸力を与えないで接合部の寸法パ
ラメータのみを実験変数として，仕口の初期剛
性，降伏耐力，２次剛性および最大耐力の推定
式を誘導する．すなわち，柱軸力は寸法パラ
メータと独立であることは当然であり，柱軸力
の存在の効果は，これら諸情報の補正係数とし
て扱うことにした．
　これらの特性値は図８で定義される．本研究
では，仕口の荷重－変形曲線を多直線置換する
ことで，簡単な表現で仕口の弾塑性挙動を表現
することを目的としている．表１で記した右４
列の記号は図８中の記号に対応する．
　   K L 0 ,   K L 2 ,   PL y  および   PL max はそれぞれ仕
口の初期剛性，２次剛性，降伏耐力および最大
0.0
0.5
1.0
1.5
2.5
-3 -2 -1 0 1 2 3
局部変形 (mm)
R = 1 / 30
R = 1 / 80
R= 1 / 250
δ L
2.0
図６　仕口の局部変形図 図７　仕口部の局部変形 図８　諸情報の定義
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図５　解析結果
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耐力である．なお，   δ30 とは，柱の部材角（R）が
1/30 に達したときの仕口の局部変形量である[6]．
その際，梁，柱および接合部パネルは剛体と仮
定して求めた値である．
　図８に示した柱梁仕口の荷重－変形関係にお
いて ,解析結果の曲線のサンプリングの範囲を
直線近似し，その勾配を柱梁仕口の２次剛性と
する．
　表１中右４列がこの定義で得られた数値情報
である．なお，同表中のハイフンは以下の理由
で結果を得なかった．
　1)　梁フランジなどの局部座屈により仕口の
荷重－変形関係では除荷が起り最大耐力が得ら
れない．
　2)　同様の理由で，十分な仕口の変形が生じ
ないことで，図８の定義に従った情報が得られ
ない．
　このことについて扱った寸法パラメータの範
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図12　仕口の最大耐力の解析値と推定値
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図９　初期剛性の解析値と推定値の関係
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図10　２次剛性の解析値と推定値の関係
囲内において，フランジの局部座屈発生などに
起因する局所不安定が仕口の最大耐力に達する
前に起るため，梁フランジの幅厚比の制限を考
慮した評価が必要となろう．これは今後の研究
課題とする．
3.1 仕口の初期剛性評価
　32個の部分骨組の解析結果から文献[8] の方
法に従い，柱梁仕口部の初期剛性推定式を誘導
した．数式のモデルは，仕口の初期剛性に強く
影響を及す無次元寸法パラメータを選択し，対
数正規分布に従うと仮定した．柱梁仕口の初期
剛性の推定式を式(1) で得た．
   K L 0C R
3
E I = 1.466 × 10
3 ( Rt )
2.383
( 2 R + h s2 R )
2.835
× (
B f
D )
0.409
( tdR )
0.692
　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・ (1)
ただし，  E はヤング係数，  I は鋼管壁から単位
長さの幅をもつ長方形断面の断面２次モーメン
ト（   I = t 3 / 12（図１））．　
　推定結果を図９に示す．同中の破線は推定の
95%信頼限界線である．COV は変動係数であ
り，良い推定ができていることを示している．
3.2 仕口の２次剛性評価
　表１で示したように，上記の変形に達しな
かった結果は除外して誘導した２次剛性推定式
を式 (2) で示す．
　
     K L2C R
3
E I = 1.117 × 10
3 ( Rt )
2.330
(
t + h s
R )
0.612
× (
B f
D )
1.225
(
t f
B )
0.985
　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・ (2)
　推定結果を図10に示す．この結果は初期剛性
に比べてばらつきは大きくなるが，絶対量とし
て見たとき，その変動量は初期剛性のものより
小さいので，良い推定ができたと判断する．
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3.3 仕口の降伏耐力評価
　前述の定義した３分の１剛性耐力を柱梁仕口
の降伏耐力とし，その推定式を 3.1 と同様の手
順で導いた結果，式 (3) を得た．
　
   PL yC = 3.042 (
t
R )
0.421
(
t +h s
R )
0.434
(
B f
D )
0.254
× (
t d
R )
0.695
R 2 σ y
　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・  (3)
ただし，   σy はダイアフラムの降伏点．
　降伏耐力の推定結果を図11に示す．仕口の剛
性と同様に良い推定ができている．
3.4 仕口の最大耐力評価
　柱梁仕口の最大耐力は，主にダイアフラムの
局部座屈に起因する．式 (4) が推定結果である．
　
   PL maxC = 3.934 (
t
R )
0.653
(
t + h s
D )
0.297
(
B f
D )
0.161
× (
t d
R )
0.443
R 2 σ y
　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・  (4)
骨組中の仕口部以外の構造部材が先行降伏する
ことによって仕口が最大耐力に達しない結果
は，この推定から除外した．表１中のハイフン
は，除外したことを示す．推定結果を図12に示
す．ばらつきが比較的少なく良い推定ができて
いる．
４．立体部分骨組の弾塑性挙動の追跡
　図８の定義に従って誘導した式(1)～(4) を用
いて代表的な図１の立体部分骨組の荷重－変形
関係を文献[6] の方法に準拠して求めてみる．立
体部分骨組を平面骨組に置換することで，水平
力作用方向角が0度および45度の場合について
図13示す記号を用いると骨組の荷重－変形関係
を増分表記すると式 (5)で表される．
　　    ΔP = l2 h
2
K ⋅ Δδ 　　　・・・・・・  (5)
ここに，   K = 1KB
+ 1KC
+ 1KP
+ 1KL
– 1
であり ,図
13中の諸寸法は，立体部分骨組の水平力作用方
向構面へ写像した値をとる．
　ただし，   KB ,   KC ，   KP および   KL はそれぞれ梁，
柱，接合部パネルおよび仕口が平面置換骨組に
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図14　解析結果の追跡
　　　（水平力作用方向角0度）
図15　解析結果の追跡
　　　（水平力作用方向角45度）
図13　平面置換骨組
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寄与する剛性である．それらは式(7)～(10) で表
される．
　
  
KB = 1L
L 2
3 E IB
+ 1G AWB
– 1
　　・・・・・・  (7)
　
  
KC =
2 h2
l 2H
H 2
3 E IC
+ 1G AWC
– 1
　・・・・・・  (8)
      KP = 1κ G A C
2 DB h (2H + DB)
(2 H L – DB DC ) ( 2 L h – DB l)
 (9)
　   KL =
Kr
L2
　　　　　　　　・・・・・・  (10)
ここに，A および I は部材の断面積および断面
２次モーメントであり，下添字 B, C, PおよびW
は，それぞれ梁，柱，接合
部パネルおよびウェブを指
す．G はせん断弾性係数で
ある．  Kr  は仕口の回転曲げ
剛性であり，梁フランジ力
の偶力剛性である．
　また，接合部パネルの降
伏耐力は式(11)で表される．
　    Qy =
APκ τ y 　・・・  (11)
ただし，   AP ,κ および   τ y
は，それぞれパネルの断面
積，パネルの断面に対する
せん断に関する形状係数
（2.0）および降伏せん断応
力度である．
　パネルの加工硬化係数を
0.03とした．
　図 14および図 15は，文
献[1] で述べた実験骨組と
同じ接合部詳細をもつ立体
部分骨組について有限要素
解析によって得た荷重－変
形関係をそれぞれ水平力作
用方向角が0度および45度
のときの結果を示したもの
である．両図で示される多
直線で表される追跡結果
は，対象骨組曲線のほぼ平
均的な線を描いており，比
表３　柱圧縮軸力による仕口の２次剛性および降伏耐力への影響
n=0 n=0.1 n=0.2 n=0.3 n=0 n=0.1 n=0.2 n=0.3
1-1 258.39 241.1 232.01 222.21
1-2 307.21 283.82 273.76 262.47
1-3 371.83 358.53 329.28 314.48
1-4 73.19 60.29 47.39 41.36 428.28 413.37 396.65 364.94
1-5
74.97 62.37 50.42 38.61
480.64 463.52 444.71 422.23
2-1 334.82 320.95 309.55 295.66
2-2 385.1 375.49 362.7 347.6
2-3
88.56 74.14 60.06 45.96
446.12 435.09 421.63 405.51
2-4
82.02 68.19 55.74 43.6
498.8 485.64 470.55 452.85
2-5 547.22 531.18 513.56 493.46
3-1 407.76 391.7 373.81 353.15
3-2 461.06 448.49 432.27 412.03
3-3 529.53 515.22 496.39 472.92
3-4 597.37 580.72 558.39 532.33
3-5 648.63 627.78 602.72 573.58
2-3A1
91.36 76.06 61.96 47.97
543.53 527.72 498.23 474.61
2-3A2
98.96 83.02 76.87 62.18
418.41 408.4 396.42 381.9
2-3B1
67.29 55.61 44.36 33.15
402.91 390.5 376.72 361.09
2-3B2
63.81 52.59 41.64 30.77
425.14 413.39 399.88 384.11
2-3B3
65.68 54.33 43.33 32.34
452.77 442.33 429.22 412.84
4-1
77.16 64.18 51.94 39.87
568.85 537.77 505.13 476.53
4-2 593.38 569.47 545.33 519.23
4-3 633.77 611.19 587.73 562.19
4-4 651.66 630.67 607.77 582.35
4-3A 801.31 771.95 738.33 677.8
4-3B 590.77 569.53 547.2 522.94
2-3B11 412.67 375.62 350.26 324.16
2-3B12 413.73 397.22 378.4 358.24
2-3C1 451.96 447.9 432.71 411.51
2-3C2 464.08 456.9 444.4 426.45
2-3B31 75.67 64.39 53.5 43.3 467.48 458.6 446.4 428.95
2-3B32 471.7 463.86 450.3 431.46
名称
仕口の２次剛性の影響 K L2 仕口降伏耐力の影響 P Ly
較的降伏後の耐力が低めであり，降伏直後の硬
化係数は妥当な値を示しているものの耐力は過
小な値を取っている．特に作用方法角が0度の
場合，その傾向は強く現れてる．
　解析骨組のより現実的な追跡を行うために，
接合部パネルの降伏耐力に注目して以下の検討
を加える．
　これまでの接合部パネルの降伏耐力の定義を
全塑性耐力の量として扱わず，初期降伏耐力と
して扱ってきたことが，パネルの早期降伏を引
き起している．仕口の降伏耐力は一種の General
yield 耐力であるので，接合部パネルについても
同様の扱いをすることにした．図16の接合部パ
ネルの素材試験データと３種の一定加工硬化係
数（0.0,0.01,0,02）について応力度－塑性歪関係
を用意して，パネルのせん断力－せん断変形関
係を有限要素解析から得て，それぞれの３分の
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１剛性耐力を求めた．図 17はその結果であり，
図中の黒丸印は３分の１剛性耐力である．な
お，３種の一定加工硬化係数（0.0,0.01,0,02）に
つては，黒丸印はほぼ重なっている．素材実験
データによる降伏耐力は加工硬化係数一定のも
のに対応する降伏耐力よりも高い．加工硬化係
数が0に対応する降伏耐力を基準とする降伏耐
力比を計算すると，追跡に用いた骨組の接合部
パネルでは 1.112 の値を得た．
　接合部パネルの降伏耐力に 1.112倍した値を
用いて対象骨組の挙動の再追跡を行うと，図18
および図19が得られる．結果としてこの補正に
よって外ダイアフラム接合部の簡単な係数倍補
正によって実用的な実挙動追跡が可能となった
と考える．
５．柱軸力の影響
　本論文が対象とする柱に一定圧縮軸力と漸増
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図16　接合部パネル素材の加工硬化係数
図17　接合部パネルの荷重－変形関係
図18　補正後の追跡結果
図19　補正後の追跡結果
　　　（水平力作用方向角45度）
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図20　柱軸力が仕口２次剛性に及す影響
図21　柱軸力が仕口降伏耐力に及す影響
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図22　軸力を受ける骨組の追跡結果
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水平力を受ける立体部分骨組の弾塑性挙動を追
跡するための柱梁仕口のバイリニア型復元力特
性を表現するために，寸法パラメータと独立し
た柱軸力比（   n = N / Ny ）が仕口の諸情報に及
す影響を調べた．ここに，   Ny は柱断面の降伏軸
力を指す．
　表１に示した32個の解析骨組について柱軸力
比 nを 0, 0.1, 0.2, 0.3 と変化させた有限要素解
析結果についてまとめたものを表３で示す．柱
軸力が仕口の特性に大きく影響するものとし
て，仕口降伏後の諸情報が挙げられる．すなわ
ち，降伏耐力および２次剛性である．
同表中のハイフンは前述の理由から結果が得ら
れなかったことを示す．
　この結果に基づいて，仕口の２次剛性および
降伏耐力に関する柱圧縮軸力の影響を図で表す
と，それぞれ図20および図21のようになる．柱
軸力比 0.3 までのそれぞれの変化は概ね直線的
である．できるだけ式の単純化を図るために，
ここでは，両図中の直線式で近似した．これら
を各々式 (3)および式(2)に乗じることで，柱圧
縮軸力を考慮した評価式の誘導ができることに
なる．
　図22は柱軸力を受ける立体部分骨組の荷重－
変形関係を追跡した結果である．柱軸力による
Ｐ－δ効果を考慮して求めた結果，無軸力の場
合と同様に概ね良好に追跡できていることが分
る．これまで述べてきた接合部の力学特性評価
式を考慮して簡単な骨組挙動の計算をすること
で，比較的良い追跡ができることが分る．
６．結論
　柱圧縮軸力を考慮した円形鋼管柱・Ｈ形鋼梁
を用いた外ダイアフラム柱梁接合部の仕口部分
の力学特性を表す評価式の誘導を試みた．誘導
した式は仕口部の初期剛性，降伏耐力，２次剛
性および最大耐力の４つであり，これらは仕口
部の基本的情報となり，仕口部の弾塑性挙動を
簡単な多直線で表現するのに役立つ．
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